


2

　以前は3分の1と計算していましたが平成21年4月分からは2分の1として計算されるよう
になりました。

　お住まいの市区町村役場またはお近くの年金事務所へ「国民年金被保険者種別変更届」を提
出してください。（郵送によりお手続きいただくこともできます）

　お住まいの市区町村役場またはお近くの年金事務所へ
「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」を提出してくだ
さい。（郵送によりお手続きいただくこともできます）

？？国民年金の手続きはお済みです国民年金の手続きはお済みですか？？国民年金の手続きはお済みですか？

※このページでご不明な点がありましたら、年金事務所へお問い合わせください。

　20歳以上60歳未満の方は、国民年金への加入が義務付けられています。
　会社を退職されたときは、第2号被保険者（厚生年金保険等）から第1号被保険者（国民年金）へ
の変更の届け出が必要となります。
　また、第3号保険者（第2号被保険者に扶養されている配偶者）であった方も第1号被保険者への変
更の届け出が必要です。

東日本大震災により被災された皆様に心からお見舞い申し上げますとともに、
一日も早い復興をお祈りいたします

　この地震により、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県の地域にある事業所の、厚生年金保険料
や全国健康保険協会の健康保険料、船員保険の保険料、子ども手当に係る拠出金は納期限が延長さ
れております。
　この地域にない事業所であっても、災害により事業主がその財産につき相当な損失を受けたときは、事
業主の申請により保険料の納付を猶予することが出来る場合がございます。詳しくは最寄りの年金事務
所にご相談ください。
　また、この地震で被災し、住宅、家財、その他の財産について、おおむね2分の1以上の損害を受けられ
た方等の国民年金保険料は、ご本人からの申請に基づき全額免除となります。
　免除の申請手続きは、平成23年7月末日までに行う必要があります。免除となる対象者の範囲の詳細
や申請手続きについては、市区町村役場またはお近くの年金事務所にお問い合わせください。

　保険料を納めることが困難な場合には、申請によって保険料の納付が免除される制度があります。
また、退職（失業）による特例免除もあります。

保険料の全額が免除された期間についても、保険料の全額を納付した場合の年金額の2分の1
が支給されます！

　保険料を未納のままにした場合、病気や事故で障害が残ったときの障害年金や、一家の
働き手が亡くなったときの遺族年金などが、受けられなくなる場合があります。

万が一の際にも確かな保障！

　通常であれば、申請者本人、配偶者及び世帯主の所得が審査の対象となりますが、特例
免除は、退職（失業）された方の所得は審査の対象から除かれます。

特例免除は、退職（失業）された方の所得を除外して審査！

手続きについて

手続きに必要なもの

手続きについて 手続きに必要なもの

年金手帳（基礎年金番号の
分かるもの）

保険料は、月額15,020円（平成
23年度）です。保険料額

会社を退職されたときは国民年金の届け出が必要です！

保険料の免除制度があります！

①年金手帳（基礎年金番号の分かるもの）
②雇用保険受給資格者証の写しなど、失業しているこ
　とを確認できる公的機関の証明の写し
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